


通勤の特例許可申請書　兼　誓約書
　□は該当項目に☑する
下記の理由により、特例による（□原付バイク・□自転車）通勤の許可をいただきたく、申請します。
	許可申請期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	申請理由
	

	原付バイクは車種
　　　　登録番号
	

	任意保険加入会社名
　　　　加入内容
	
対人：　　　　　　　　　　　対物：

	＊バイク通勤の許可申請は、任意保険の対人無制限と対物無制限に加入すること。
添付書類を提出すること。
①自賠責保険証明書コピー
②任意保険証券コピー（対人と対物とも無制限に加入すること）



誓　約　書
　
　株式会社○○　代表取締役　○○様
＜通勤ルート＞
点線枠内に通勤ルートを記載すること（地図を貼付しルートを付記してもよい）。











通勤距離（片道）：　　　　Km
所用時間（片道）：　　　　時間　　　分

私は、（□原付バイク・□自転車）を使用した通勤を特例として許可していただきたくにあたり、下記の事項を遵守することを誓約いたします。





























1. 上記車両を通勤に使用するに当たっては、道路交通法その他関係諸法令を順守し、安全運転を徹底します。

2. 上記車両の使用は通勤に限るものとし、それ以外の業務等に使用することはありません。


3. 通勤途上で発生した事故については、その全責任を自己で負担し、会社に一切迷惑をかけることはありません。



平成　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　申請者　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	会社使用欄


	
	
	

	
	
	


<書式使用について>

就業規則等で禁止している原付バイクや自転車通勤を特例で許可する制度を運用するための書式です。事業所が、公的交通機関を使って通勤できる場所にあり、電車等の運行時間中に通勤できる仕事に従事していることを想定しています。

このような場合は公的交通機関を使うことが原則であり、私有の原付バイク通勤や自転車通勤は、会社の許可制にするという制度運用のための書式です。

想定される次のような問題点を回避する目的があります。

1. 私有の原付バイクや自転車を通勤以外の業務でも使用している従業員が事故を起こしたときは、会社に損害賠償責任が及ぶことがあります。

1 会社は従業員の私有原付バイク等の使用を通勤のみに許可し、業務での使用は禁止していたならば、通勤時の従業員の事故に関して会社が損害賠償を負わないと考えるのが妥当です。
2 しかし、会社が従業員の私有原付バイク等を積極的に業務に使用させていた場合は、通勤時の従業員の事故であっても会社は損害賠償を負わされると考えるのが妥当です。
3 ①と②の中間の場合。従業員が自分で判断して業務に私有原付バイク等を使用していたとすると、日ごろから会社が指導していたかなどの状況を考慮して会社の損害賠償が判断されます。

2. 従業員が原付バイクで起こした事故に対する従業員の賠償能力と会社の賠償責任

１―①のように通勤にのみ使用する許可制にしていても、万が一事故が発生したとき、従業員に賠償能力がないときは、賠償責任が会社に及ぶ恐れがあります。また、従業員も大変困った状況に陥ります。
原付バイクの事故は被害が大きくなることを想定し、自賠責だけでなく、任意保険の加入もバイク通勤の許可条件のひとつにすることが妥当です。
また、通勤中の事故については、本人の責任になることを十分説明しておくことが重要です。

なお、自転車についても任意保険に加入することを従業員に口頭で勧めたほうがよいでしょう。保険料は年間５千円前後です。

3. 道路交通法その他関係諸法令違反の問題

　ひとたび交通事故になると、大切な従業員の生死にかかわる事故になりかねません。法令を順守し、安全運転を書面で誓約させます。

4. 会社使用欄は、許可者の決裁や付記しておくことに使います。
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